
29万８千人

国家公務員の給与 

（令 和 ２ 年 版） 

内閣官房内閣人事局 

国家公務員 

58万７千人 

検察官 

３千人 

行政執行法人職員 

７千人 

防衛省職員 
26万８千人 

特別職 

28万９千人 
一般職 

給与法適用
職員 

27万９千人 

その他 
500人 

裁判官、裁判所職員 
２万６千人 

国会職員 
４千人 





 公 務 員 の 種 類 と 数 
 
 

公務員は、国家公務員が約58.7万人、地方公務員が約274万人。 

 

国家公務員（約 58.7万人） 

 

 (人数) (給与決定の方法) （根拠法） 

一般職 
28.9万人 

給与法適用職員 279,000 人事院勧告 ・一般職給与法 

検察官 3,000 
人事院勧告に 

準じて措置 
・検察官俸給法 

行政執行法人職員 7,000 各法人で労使交渉の上決定 

特別職 
29.8万人 

大臣、副大臣、大臣政

務官、大使、公使等 
500 

人事院勧告に 

準じて措置 

・特別職給与法 

裁判官、裁判所職員 26,000 

・裁判官報酬法 

・裁判所職員臨 

時措置法 

国会職員 4,000 (両院議長決定) 

防衛省職員 268,000 ・防衛省給与法 

行政執行法人役員 30 各法人で決定 

地方公務員（約 274万人） 

 

（注） １ 国家公務員の数は、令和２年度末予算定員（令和３年２月１日現在）による。ただ

し、行政執行法人役職員の数は、令和２年１月１日現在の常勤役職員数。 

２ 地方公務員の数は、「平成31年地方公共団体定員管理調査」による一般職（教育部門、 

福祉関係を含む一般行政、公営企業等会計部門、警察部門及び消防部門）に属する地 

方公務員数である。（平成31年４月１日現在） 

その他、特定地方独立行政法人職員が一般職の地方公務員である。上記の他、特別

職（地方公共団体の長、副知事及び副市町村長、人事委員会の委員等）に属する地方

公務員がいる。 

３ 職員数については、端数処理の関係で必ずしも合計数とは一致しない。 
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期末・勤勉手当（ボーナス） 
 

 

 

 

 

 

 

６月期（2.25月） 12月期（2.25月） 

期末手当 

1.3月 

勤勉手当 
標準0.92月 

（成績に応じて
1.9月の範囲内） 

期末手当 

1.3月 

勤勉手当 
標準0.92月 

（成績に応じて
1.9月の範囲内) 

      
期末手当 

1.1月 

勤勉手当 
標準1.12月 

（成績に応じて 
2.3月の範囲内） 

期末手当 

1.1月 

勤勉手当 
標準1.12月 

（成績に応じて 
2.3月の範囲内） 

 

６月期（1.7月） 12月期（1.7月） 

期末手当 

0.7月 

勤勉手当 
標準0.95月 

（成績に応じて 
2.0月の範囲内） 

期末手当 

0.7月 

勤勉手当 
標準0.95月 

（成績に応じて 
2.0月の範囲内） 

（注１） 令和２年４月１日現在。 

（注２） 勤勉手当の総額計算上の支給月数は、一般の職員が0.95月、本府省課長等が1.15月、指
定職が1.0月。 

 国家公務員のボーナス（期末・勤勉手当）は、人事院が調査した

民間企業のボーナスの支給状況を基礎として、支給月数が決められ

ています（民間準拠）。 

 期末・勤勉手当のうち勤勉手当は、職員の勤務成績に応じて支

給されています。 

年度令和元2726

3.95

24

4.15

9 15 1714

4.50

4.10
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4.40

4.65
4.70

5.35

5.30
5.25

5.20

4.40
4.45

5.2

月数

5.1

5

4.5

4.95

11 122

4

3.5

4.75

5.45

53 3

年
間
支
給
月
数

5.0

4.9

22551 6 13 19

昭和50年度以降の
支給月数の変化

平成元

4.45
4.50

3028 2950 21

（注）平成24年度及び平成25年度は、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第２

号）により、一律▲9.77％の特例減額措置が講じられていたことから、実際の支給月数に換算すると3.56

月となっていた。 

（一般の職員） 
 

 

（本府省課長等） 

（指定職職員） 
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指 定 職 の 給 与 
 

指定職俸給表は、事務次官、外局の長官、本府省の局長、

局次長、部長、審議官等の官職を占める職員に適用されま

す。 

 

代 表 官 職 号 俸 在職者数 俸  給  月  額 

本府省の局次長、部長、審議官、 

外局の次長 

１ ０人 ７０６，０００円 

２ １２９  ７６１，０００  

３ ５１８  ８１８，０００  

本府省の局長 
４ １５５  ８９５，０００  

５  ８９  ９６５，０００  

外局の長官 ６ １８  １，０３５，０００ 

内閣府審議官等 ７ ３１  １，１０７，０００  

 事務次官 ８ １８ １，１７５，０００ 

(注) 令和２年４月１日現在。ただし、在職者数は令和元年７月１日現在。（出典：一般職国家公務

員在職状況統計表） 

 

（参考）主な特別職職員の俸給月額 
 

官    職    名 俸 給 月 額 

 内閣総理大臣 ２，０１０，０００円 

 国務大臣 

 会計検査院長・人事院総裁 
１，４６６，０００円 

 内閣法制局長官 

 内閣官房副長官 

 副大臣 

 公正取引委員会委員長 

 国家公務員倫理審査会の常勤の会長 

 宮内庁長官等 

１，４０６，０００円 

 検査官・人事官 

 大臣政務官等 
１，１９９，０００円 

 国家公安委員会委員等 １，１７５，０００円 

 公害等調整委員会の常勤の委員等 １，０３５，０００円 

 常勤の審議会委員等 ９１３，０００円 

（注）令和２年４月１日現在。 
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令和２年度公務員人件費予算のポイント（概要）

公務員（国＋地方）の人件費

国

地 方

 自衛官の若年定年年齢の引上げ等による退職手当の減 ▲４６５億円

 令和元年度の増員の平年度化等 ＋２０８億円

 令和元年の給与改定による増 ＋１８５億円

 国家公務員の定員合理化等による減 ▲ ９７億円

（注）国家公務員の人件費と地方公務員の人件費の合計。

令和元年度 令和２年度 増減

公務員の人件費 25.6兆円 25.6兆円 ▲0.1兆円

令和元年度 令和２年度 増減

国家公務員の
人件費

5兆2,826億円 5兆2,656億円 ▲170億円

令和元年度 令和２年度 増減

地方公務員の
人件費

20.3兆円 20.3兆円 ▲0.0兆円

（注1）国家公務員は、年度末定員。
（注2）地方公務員は、元年度は地方財政計画、２年度は地方財政収支見通しに

おける給与関係経費計上の職員数（通常収支分）。

（参考）国家公務員の人件費に議員歳費や義務教育費国庫負担金等を加えた国が負担する人
件費は、8兆3,323億円（対元年度比+1,276億円）。

令和元年度 令和２年度 増減

国家公務員 57.8万人 57.9万人 ＋0.1万人

地方公務員 230.4万人 230.6万人 ＋0.3万人

国家公務員人件費については、

 給与について、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（令和元年１０月１１日閣議決定）を踏まえ、官
民較差に基づく給与改定を反映。

 定員について、ＣＩＱの体制整備及び海上保安体制の強化を緊急重点分野として優先的に措置し、その他の
分野については全体として増員を抑制しつつ、外国人材の受入れ、災害復旧など内閣の重要課題への対応
に重点的に措置。

 これらを踏まえ、所要額を計上（５兆２，６５６億円 ※一般会計・特別会計の純計）。

地方については、給与改定等を反映。

※計数は、四捨五入しているため、増減において一致しないことがある。

（注）元年度は地方財政計画、２年度は地方財政収支見通しにおける給与関係経費（通常収支分）。

国・地方公務員の人数

財務省ＨＰ掲載資料
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財務省ＨＰ掲載資料公務部門の人件費の姿
（令和２年度予算政府案）

◎国家公務員の人件費 57.9万人
5兆2,656億円

○行政機関 30.0万人 3兆1,146億円

○自衛官、特別機関 27.9万人 2兆1,510億円
・自衛官 24.7万人
・国会 0.4万人
・裁判所 2.6万人 等

（注）人数は令和２年度末定員ベース。

（注）計数は、四捨五入しているため、計において一致しないことがある。

◎地方公務員の人件費 230.6万人 20.3兆円

（注）令和２年度地方財政収支見通し（通常収支分）における給与関係
経費ベース。

◎公務員の人件費 288.6万人 25.6兆円

（注）上記の国家公務員及び地方公務員の合計。

国家公務員
の人件費

52,656億円

退職
手当

3,315億円

国共済
負担金等

8,975億円

国家公務員
の給与費

39,662億円

国が負担する
人件費

83,323億円

30,667億円

議員歳費、
義務教育費
国庫負担金等

その他
704億円
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公務部門の人件費・定員の推移 
 

（注１）人件費予算額は、各年度の当初予算（一般会計及び特別会計の純計ベース）の計数。上

記の他に、国が負担する人件費として議員歳費、義務教育費国庫負担金等がある。計数の

端数は、各々四捨五入している。 

（注２）年度末定員には地方警務官を含み、自衛官を含まない。 

（注３）平成14年度→平成15年度の減は郵政公社化による減（△28.6万人）、平成15年度→平成16

年度の減は国立大学の法人化による減（△13.3万人）等を含む。 

（注４）人件費予算額について、平成24年度→平成25年度の減、平成25年度→平成26年度の増は、

給与の特例減額支給措置の影響を含む。 

（注５）令和２年度の年度末定員については、令和３年２月１日時点の数である。 

年度 予算額 
人件費の変動 

（対前年度） 

（参考） 

地方公務員人件費 

（地方財政計画ベース） 

年度末定員 

（行政機関） 

平成 10(1998) 102,799 億円 － － 849,212 人 

11(1999) 103,427 億円 627 億円 236,922 億円 845,648 人 

12(2000) 103,467 億円 40 億円 236,642 億円 840,903 人 

13(2001) 101,380 億円 △2,087 億円 236,509 億円 817,225 人 

14(2002) 100,095 億円 △1,285 億円 236,998 億円 807,019 人 

15(2003) 73,071 億円 △27,023 億円 234,383 億円 510,000 人 

16(2004) 54,774 億円 △18,297 億円 229,990 億円 332,843 人 

17(2005) 54,410 億円 △364 億円 227,240 億円 332,034 人 

18(2006) 54,086 億円 △324 億円 225,769 億円 330,532 人 

19(2007) 53,709 億円 △377 億円 225,111 億円 328,403 人 

20(2008) 53,252 億円 △457 億円 222,071 億円 324,281 人 

21(2009) 53,195 億円 △57 億円 221,271 億円 309,954 人 

22(2010) 51,795 億円 △1,400 億円 216,864 億円 302,281 人 

23(2011) 51,605 億円 △190 億円 212,694 億円 301,058 人 

24(2012) 50,944 億円 △661 億円 209,760 億円 299,758 人 

25(2013) 48,229 億円 △2,715 億円 197,479 億円 298,341 人 

26(2014) 50,996 億円 2,767 億円 203,414 億円 297,340 人 

27(2015) 51,506 億円 510 億円 203,351 億円 297,091 人 

28(2016) 51,937 億円 431 億円 203,274 億円 297,073 人 

29(2017) 52,055 億円 117 億円 203,209 億円 297,030 人 

30(2018) 52,477 億円 422 億円 203,144 億円 297,766 人 

令和元(2019) 52,826 億円 349 億円 203,307 億円 299,271 人 

２(2020) 52,656 億円 △170 億円 202,876 億円 301,435 人 
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